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第１章 水道ビジョン見直しの背景・目的 

 

１．見直しの背景・目的 

むつ市の水道事業は、平成30年３月（2018年３月）に計画期間を平成30年度（2018

年度）から令和９年度（2027年度）までの10年間とする「むつ市水道ビジョン2018」

（以下、「ビジョン」という。）を策定しています。 

令和４年度（2022年度）は「ビジョン」計画期間の中間年にあたり、その間、給

水人口・給水量の減少、新型コロナウイルス感染症、豪雨災害による被災施設の復

旧等の水道事業への影響、水道法の改正、広域化の推進など、本市を取り巻く環境

はさらに変化しています。また、西通地区統合事業により簡易水道施設を廃止する

とともに、料金改定の必要性、官民連携の検討にも取り組んでいるところです。 

そこで、「ビジョン」に示した具体的取組について、これまでの達成状況を把握、

評価したうえで、本市の現状と課題を再整理し、これらを踏まえて「ビジョン」の

見直しを行うこととしました。 
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２．水道ビジョンの位置づけ 

「むつ市水道ビジョン2018中間年度改訂版」は、厚生労働省が示す「新水道ビジ

ョン１」の基本理念及び水道の理想像を踏まえ、平成29年３月(2017年３月)に策定し

た「むつ市水道事業経営戦略2」の内容を取り込んで策定するものです。また、令和

４年度(2022年度)に後期計画を策定した「むつ市総合経営計画3」を上位計画としま

す。 

 

 
 
 
 
 
                             見直し 

取込み 

 
 
 
 
 
 
 

３．計画期間 

計画期間は、平成30年度(2018年度)から令和９年度(2027年度)までの10年間と 

します。 
また、前期を平成30年度(2018年度)から令和４年度(2022年度)まで、後期を令

和５年度(2023年度)から令和９年度(2027年度)までとして、必要に応じ随時事業

の進捗状況の点検と評価を行い、計画を見直すこととします。 

 

 

 

                                           
1 新水道ビジョン 

平成25年３月に厚生労働省が策定。50年後、100年後の将来を見据えた水道の理想像を提示し、取組の目指

す方向性やその実現方策、関係者間の役割分担を明示。 

2 むつ市水道事業経営戦略 

総務省が、公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画である

「経営戦略」を策定するための指針として公表した「経営戦略策定ガイドライン」を踏まえ、平成29年３月に策

定したものである。 

3 むつ市総合経営計画 

むつ市が目指すまちづくりを進める上で最上位となる計画。 

厚生労働省 

新水道ビジョン 

むつ市総合経営計画（後期計画） 

⎳
⎗
市
水
道
事
業
経
営
戦
略 

むつ市水道ビジョン 2018 
 （経営戦略） 
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４．現行ビジョンの中間達成状況 

現行ビジョンに示した各主要施策について、令和３年度(2021年度)までに実施

した取組から、令和３年度(2021年度)末時点での達成状況を評価しました。 
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第２章 むつ市水道事業の概要 

 

１．むつ市の概況 

むつ市は、本州最北端、青森県北東部の下北半島の中央部に位置し、南北約35㎞、

東西約55㎞にわたり、東は東通村、南は横浜町、北西は大間町、風間浦村、佐井村と

隣接しています。 

また、南から西にかけては、陸奥湾及び平舘海峡を挟んで青森市などの各市町村と

面し、北は津軽海峡を挟んで北海道と面しています。 

面積は864.2km2で青森県全体の約９％を占め、県内で最大となっています。 

地形は、恐山山系の外輪山を形成する釜臥山を中心とし、東部は平野など比較的な

だらかな地形が広がり、北部及び西部は自然に溢れ、緑豊かな山地や台地が海岸近く

まで迫る山岳地形となっています。 

気象は、四季のはっきりした気候で、夏季は短く、温暖で湿度が少ないため比較的

過ごしやくなっていますが、冬季は降雪期間が長く、積雪が最大となる２月中旬には

恐山等の山間部で１ｍ以上、平野部及び海岸部では約70㎝の積雪となり、厳しい気象

条件となります。 

一方、下北半島国定公園の広範囲にわたる部分が市域に存在することや、各地に風

光明媚な景色や温泉が点在するなど、豊かな自然の恵みを受けた地域となっています。 

昭和34年(1959年)に田名部町と大湊町の合併により「大湊田名部市」として誕生し、

翌35年(1960年)「むつ市」と市名を変更しました。その後、平成17年３月(2005年３月)

に市町村合併により隣接する川内町、大畑町及び脇野沢村と合併し、「新むつ市」と

してスタートしています。 
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２．水道事業の沿革 

むつ市の水道事業は、昭和21年(1946年)に大湊町が宇田川・宇曽利川・永下川及び

中荒川（現在の小荒川）を水源とする４系統の旧海軍要港部専用水道施設を大蔵省（現

財務省）から、借り受け通水を開始して以来、令和４年度(2022年度)で76年目を迎え

ました。 

その間、昭和38年(1963年)には、これらの施設が無償譲渡され、翌39年度(1964年度)

より第１期上水道拡張事業として、本格的な上水道整備事業がスタートしました。 

その後、平成７年度(1995年度)に第４期上水道拡張事業を実施後、平成14年度(2002

年度)からは７ヶ年の継続事業として簡易水道統合整備事業を実施し、計画給水人口

49,600人、１日最大給水量22,700㎥として事業を進めてきましたが、平成17年３月

(2005年３月)の市町村合併、平成22年度(2010年度)の旧脇野沢村簡易水道事業編入に

より、計画給水人口58,700人、１日最大給水量24,816㎥の「新むつ市水道事業」がス

タートしました。 

また、西通地区（川内地区・脇野沢地区）の水道施設は老朽化が著しいことから、

安全で良質な水質を確保するとともに適切かつ効率的に施設管理を行うために、上水

道及び簡易水道施設等の統合整備を図ることとして、平成21年度(2009年度)に西通地

区簡易水道統合整備事業の事業認可を受け、平成22年度(2010年度)から着手していま

す。 

さらに、水道事業統合に伴い各地区で異なっていた水道料金及び手数料等は、平成

22年度(2010年度)に改定され、水道料金は経過措置を設けることにより平成28年５月

(2016年５月)に統一されました。 

 

 

○主な建設改良事業                      計画給水人口  １日最大給水量 

認可年度          事 業 名                  (人)          （㎥) 

昭和 39 年度(1964 年度) 第１期上水道拡張事業      30,000     9,000 

昭和 45 年度(1970 年度) 第２期上水道拡張事業      32,000     9,600 

昭和 51 年度(1976 年度) 第３期上水道拡張事業      43,000     20,300 

昭和 63 年度(1988 年度) 上水道拡張事業  47,000     20,300 

平成７年度(1995 年度) 第４期上水道拡張事業     45,500     22,700 

平成 13 年度(2001 年度) 簡易水道統合整備事業     49,600     22,700 

平成 21 年度(2009 年度) 西通地区簡易水道統合整備事業 58,700     24,816 
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３．給水の状況 

むつ市水道事業は、過去５年間の普及率が平均93％前後で推移しており、市内全域

で市民の健康的生活と社会経済活動を支えてきましたが、旧むつ市では平成14年度

(2002年度)をピークに給水人口・給水戸数ともに減少に転じ、平成17年度(2005年度)

の市町村合併後においてもなお減少傾向にあります。 

今後においても少子高齢化の進行、都市部への人口流出等の社会的要因、節水意識

の浸透や節水機器の普及などにより、給水量の増加は見込めない状況にあります。 

施設の稼働がどの程度収益につながっているかを示す有収率は下降傾向にあり、令

和３年度(2021年度)では78.34％と他事業体と比較して非常に低くなっているため、

今後も老朽化した給水管等を含めた漏水対策等を強化し、有収率の向上に努めること

が必要です。 

 
【業務量の推移】 

項 目 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

給水区域内人口 a (人) 58,133 57,044 56,105 55,198 54,223 

給水人口 b (人) 54,231 53,142 52,203 51,296 51,137 

普 及 率 b/a (％) 93.29 93.16 93.05 92.93 94.31 

年間給水量 c (㎥) 6,916,488 6,813,438 6,842,237 6,790,540 6,810,907 

1 日最大給水量 (㎥) 23,886 23,144 22,805 22,791 24,446 

1 日平均給水量 c/業務日数 (㎥) 18,949 18,666 18,695 18,604 18,660 

1 人 1 日最大給水量 (ℓ) 440 436 437 444 478 

1 人 1 日平均給水量 (ℓ) 349 351 358 363 365 

有収水量 d (㎥) 5,479,849 5,372,256 5,347,978 5,329,462 5,335,397 

有 収 率  d/ｃ (％) 79.23 78.85 78.16 78.48 78.34 

有収率＝年間総有収水量/年間総給水量×100 

【給水人口と１日平均給水量の推移】

 
※H＝平成、R＝令和、年度を表す。以降のグラフも同様 

１日平均給水量 
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４．水源と浄水場 

（１）水源と施設 

本市の水道事業の水源は、河川水、地下水、湧水となっています。 

冬季の降雪量が多いことや、下北半島国定公園に指定された豊かな森林が水源涵養

林としての役目も果たしているため、渇水することなく、概ね良好な水質となってい

ます。 

本市の浄水施設は、平成22年度(2010年度)の事業統合により、令和３年度(2021年

度)末現在、下北半島中央部の恐山山系を囲むように点在する居住地域に設置された

10箇所となりました。 

特に、川内・脇野沢地区では小規模で老朽化した浄水場などが多く、これらの施設

を統合する簡易水道統合整備事業の進捗により、平成29年度(2017年度)では15浄水場、

令和５年度(2023年度)の事業終了後には９浄水場となる予定です。 

 
【むつ市主要水道施設配置図】 （令和４年10月現在） 

  
 

◎むつ市役所 ④浜町浄水場 ⑨薬研浄水場 ➍中野沢配水場 

①むつ市上下水道局

(荒川浄水場) 

⑤宇曽利川浄水場 ⑩脇野沢浄水場 ➎畑配水場 

⑥八木沢浄水場 ➊松森配水場 ➏小目名配水場 

②田名部浄水場 ⑦大畑浄水場 ➋最花配水場 ➐脇野沢配水場 

③永下浄水場 ⑧木野部浄水場 ➌高梨川目配水場 ●緊急貯水槽 

※⑩は令和５年度廃止予定 

7 

9 

8 

2 
2

4 

１ 
1 

3 

6 

5 

6 

3 
5 

4
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7 
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【施設数と施設能力】    （令和４年 10 月現在） 

区 分 

平成 21 年度 

(施設統合前) 
平成 29 年度 

令和５年度 

(計画) 備 考 

施設数 施設能力 施設数 施設能力 施設数 施設能力 

浄水場 19 35,450 ㎥ 15 26,257 ㎥ 9 24,900 ㎥ 浄水施設能力 

配水施設 40 19,269 ㎥ 32 18,305 ㎥ 24 17,815 ㎥ 配水池容量 

  
【水源別計画浄水施設能力】 

 
 川内・脇野沢地区水道施設（計画期間内新設水道施設） 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川水

9,950㎥ 40.0％

河川水

11,077㎥ 42.2％

河川水

16,090㎥ 45.3％

地下水

14,540㎥ 58.4％

地下水

14,770㎥ 56.2％

地下水

18,490㎥ 52.2％

湧水

410㎥ 1.6％

湧水

410㎥ 1.6％

湧水

870㎥ 2.5％

0 5 10 15 20 25 30 35 40

令和5年度

平成29年度

平成21年度

千㎥

畑配水場（令和２年３月竣工） 脇野沢配水場（令和３年３月竣工） 

畑ポンプ場（令和２年３月竣工） 脇野沢ポンプ場（令和３年３月竣工） 
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（２）導・送・配水管 

本市の導水管・送水管・配水管の総延長は約499.6km あり、そのうち重要管路に

位置付けられる基幹管路４は約387.3km、77.5％を占めています。 

令和３年度(2021年度)末におけるむつ市の水道管路は、耐震管率が31.7％、耐震

適合率が44.7％、基幹管路では、耐震管率が36.9％、耐震適合率が51.3％となって

いますが、強度が劣る鋼管類や小口径の硬質塩化ビニル管、建設耐用年数を過ぎた

管路は、断水事故や漏水の要因のひとつとなっているほか、地震や津波などの災害

発生時に破損が予想されています。 

また、給水管5についても漏水が年々増加してきています。 

 

 
【全管路耐震化状況】 （令和３年度末）水道事業ガイドライン公表値  

 導水管 送水管 配水本管 配水支管 合 計 うち適合管 

管 路 延 長  (ｍ) 8,230 14,956 364,121 112,256 499,563 223,236 

耐震管
6

延長  (ｍ) 6,056 5,421 131,597 15,086 158,160 耐震適合率 

耐 震 管 率  (％) 73.6 36.2 36.1 13.4  31.7 44.7 
耐震管率＝（耐震管の延長／管路総延長）×100 

 
 （平成 28 年度末）水道事業ガイドライン公表値  

 導水管 送水管 配水本管 配水支管 合 計 うち適合管 

管 路 延 長  (ｍ) 14,322 16,523 356,193 113,529 500,567 201,932 

耐震管
6

延長  (ｍ) 6,498 4,159 113,149 12,988 136,794 耐震適合率 

耐 震 管 率  (％) 45.4 25.2 31.8 11.4  27.3 40.3 
耐震管率＝（耐震管の延長／管路総延長）×100 

 
 
【基幹管路耐震適合化状況】 （令和３年度末）            

 導水管 送水管 配水本管 配水支管 合 計 うち耐震管 

基幹管路延長  (ｍ) 8,230 14,956 364,121 － 387,307 143,074 

耐震適合管 7 延長(ｍ) 6,354 8,712 183,672 － 198,738 耐震管率 

耐 震 適 合 率  (％) 77.2 58.2 50.4 － 51.3 36.9 
耐震適合率＝（耐震適合性のある管の延長／基幹管路総延長）×100 

 
 （平成 28 年度末）            

 導水管 送水管 配水本管 配水支管 合 計 うち耐震管 

基幹管路延長  (ｍ) 14,322 16,523 356,193 － 387,308 123,806 

耐震適合管 7 延長(ｍ) 6,796 7,514 164,744 － 179,054 耐震管率 

耐 震 適 合 率  (％) 47.5 45.5 46.3 － 46.3 32.0 
耐震適合率＝（耐震適合性のある管の延長／基幹管路総延長）×100 
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【管路別経年化状況】 （令和３年度末）                
 導水管 送水管 配水本管 配水支管 合 計 うち基幹管路 

管 路 延 長  (ｍ) 8,230 14,956 364,121 112,256 499,563 387,308 

経年化管 8 延長  (ｍ) 360 1,692 34,271 16,544 52,867 36,324 

管路経年化率9 (％) 4.4 11.3 9.4 14.7 10.6 9.4 

管路経年化率＝（法定耐用年数を経過した管路延長／管路総延長）×100 

 
  （平成 28 年度末）                

 導水管 送水管 配水本管 配水支管 合 計 うち基幹管路 

管 路 延 長  (ｍ) 14,322 16,523 356,193 113,529 500,567 387,038 

経年化管７延長  (ｍ) 2,507 2,213 11,641 29,443 45,804 16,361 

管路経年化率9 (％) 17.5 13.4 3.3 25.9 9.2 4.2 

管路経年化率＝（法定耐用年数を経過した管路延長／管路総延長）×100 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                               
4 基幹管路 

導水管・送水管及び配水本管のこと。むつ市では、口径100mm 以上の配水管を配水本管としている。 

5 給水管 

配水管から分岐した、需要者（水を使う方）が所有する水道管。給水装置及び給水装置より下流の受水槽以下の

給水設備を含めた水道用の管をいう。 

6 耐震管 

レベル２地震動10において、管路の破損や継手の離脱等の被害が軽微な管や液状化等による地盤変状に対して

も、同等の耐震性能を有する管を「耐震管」という。 

7 耐震適合管 

レベル２地震動において、地盤条件から判断して耐震性能を満たすと整理することができるＫ形継手等を有す

るダクタイル鋳鉄管のことを耐震適合管という。 

8 経年化管 

法定の耐用年数を超えた管路のこと。 

9 管路経年化率 

法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表した指標で、管路の老朽化度合を示している。 

10 レベル２地震動 

水道施設設置地点で発生すると想定される地震動のうち、最大規模の強さを有するもの 
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５．経営の状況 

（１）水道料金体系 

本市の水道料金体系は、口径別を基本として、プール用と船舶用の用途別料金を

組み合わせた料金体系となっています。口径別料金は、10㎥を基本水量とする口径

別基本料金と１㎥当たり259円の単一従量料金を組み合わせた水道料金制度を採用

し、メーター使用料などを含まない簡素な料金体系となっています。 

また、市町村合併時に異なっていた水道料金は、平成21年12月(2009年12月)に改

定され、平成22年５月(2010年５月)から平成28年４月(2016年４月)までの経過措置

期間を設けて段階的に引き上げられ、平成28年５月(2016年５月)に料金が統一され

ました。 

水道料金のうち、主に一般家庭用の口径13～20㎜の令和３年度(2021年度)と平成

28年度(2016年度)を比較すると、延給水戸数が全体の98％、料金収入が72％で変化

はなく、使用水量は77％から78％となっており、従前のとおり、一般家庭に配慮し

た料金体系となっています。 

【給水戸数、使用水量、料金収入の割合】（令和３年度末及び平成 28年度末実績） 
区  分 年度 13-20mm その他 計 

延給水戸数  （戸） 
R３年度 286,912 7,099 294,011 

H28 年度 292,336 7,036 299,372 

使用水量   （㎥） 
R３年度 4,137,897 1,197,500 5,335,397 

H28 年度 4,258,325 1,241,633 5,499,958 

料金収入   （千円） 
R３年度 948,277 366,146 1,314,423 

H28 年度 982,275 377,971 1,360,246 

【給水戸数、使用水量、料金収入の割合】（令和３年度末及び平成 28 年度末比較）

 
【料金改定の推移】  

項 目 S33年度 S39年度 S40年度 S45年度 S51年度 S55年度 S58年度 H10年度 H22年度 

実施年月日 S33.4.1 S39.4.1 S40.4.1 S45.4.1 S51.4.1 S56.1.1 S58.5.1 H10.5.1 H22.5.1 

平均改定率 

     （％）  

50.0 

（家庭用） 

 

66.7 

（家庭用） 

 

40.0 

（家庭用） 

 

124.9 

 

 

65.7 

 

 

29.8 

 

 

27.9 

 

 

（川内）   21.88 

（大畑）   21.11 

（脇野沢）  21.30 

72%

72%

77%

78%

98%

98%

28%

28%

23%

22%

2%

2%

H28

R3

H28

R3

H28

R3

R3 ■13～20ｍｍ ■その他 H28 ■13～20ｍｍ ■その他

給水戸数

使用水量

料金収入
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【水道料金表】                              （税抜き）     

区 分 

用途・口径 

基 本 料 金 従量料金 

1 ㎥当たり 水  量 料  金 

１３ ｍｍ  

１０ ㎥ 

１,６６０ 円 

２５９ 円 

２０ ｍｍ １,６６０ 円 

２５ ｍｍ ２,９９０ 円  

４０ ｍｍ  １０,８９０ 円 

５０ ｍｍ １６,２８０ 円 

７５ ｍｍ ４０,７００ 円 

１００ ｍｍ ６６,５００ 円 

１５０ ｍｍ １４４,５００ 円 

２００ ｍｍ ２０４,０００ 円 

プ ー ル 用  １㎥当たり １８０ 円   

船 舶 用 １㎥当たり １８０ 円  

 ※平成 22 年５月(2010 年５月)施行 

※メーター使用料はなし 

 
  
（２）料金収入の推移 

水道料金収入は、平成16年度(2004年度)の14.1億円をピークに減少してきまし

た。平成22年度(2010年度)には水道料金が統一されたことで再び14.1億円となりま

したが、その後は使用量の減少に伴い、再び減少しています。 

この要因としては、本市の使用者構成が、安定的な大口利用者が少なく一般家庭

などの個人利用者がほとんどを占めていることから、人口減少や少子高齢化などの

影響が直接的に収入に反映しているものと考えられます。 

 

【料金収入の推移】 
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（３）財政の状況 

収益的収支11では、料金収入が減少し、合併後の維持管理費用が増加する中で、企

業債12償還利息の削減や経営の効率化などを図り、安定的に利益を確保してきまし

た。 

しかし、令和３年度(2021年度)の収益的支出では、これまで建設してきた水道施

設に係る減価償却費が支出の50.0％、支払利息が11.1％を占めるなど、建設改良工

事に伴う固定的支出が財政の大きな負担となっており、計画期間中においても同様

の傾向が続くものと考えられます。 

資本的収支13では、平成22年度(2010年度)から老朽化した水道施設の更新、配水

管等の布設替、非常用発電設備の新設及び更新を実施する上水道整備事業及び西通

地区の水道施設統合整備のための簡易水道統合整備事業実施の影響に伴い、平成28

年度(2016年度)に企業債残高がピークになっており、計画期間中の令和５年度

(2023年度)には、企業債償還金額がピークを迎える見込みとなっています。 

 
【収益的収支と純利益】 

 
 
 

 

 

 

 

                                               
11 収益的収支 

当該年度の企業の経常的経営活動に伴って発生する収入（水道料金収入など）と、これに対応する支出（人件

費、維持管理費、減価償却費など）を計上したもの。 

12 企業債 

浄水場や配水管の整備などに要する資金に充てるため起こす地方債のこと。 
13 資本的収支 

企業の経営の基礎となる固定資産の取得に要する支出（浄水場や配水管の整備等）及びその財源となる収入（企

業債等）を計上したもの。 
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【投資額と企業債残高  （税込）】

 
（４）組織体制 

本市水道事業では、さらなる市民サービスの向上と効率的な運営を図るため、平

成28年３月(2016年３月)に「むつ市水道お客さまセンター」を業務委託により開設、

平成29年４月(2017年４月)には営業課を廃止し、総務課と施設課の２課５グループ

に組織改編しました。 

また、令和２年度(2020年度)には、公営企業会計へ移行した下水道事業を含めた

組織改編を行い、名称を公営企業局から上下水道局とし、総務課を経営課に、施設

課を水道課に改め、下水道課を含めた３課８グループに、また、執務室についても、

令和４年９月(2022年９月)には上水道管理センターに集約し、業務の効率化を進め

ております。 

職員数は市町村合併により一時増加しましたが、退職者不補充や官民連携による

業務委託を推進してきた結果、平成18年度(2006年度)と比較して18人減となってい

ます。 

しかし、職員の高齢化は解消されてきているものの、経験豊富な技術職員が減少

したため、市長部局との人事交流などにより、水道技術の継承を図ることが課題に

なっています。 

 
むつ市水道お客さまセンター 
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【職員数の推移】 

 
 
 

 
 

【職員数の構成】 

 

区分 
令和 4 年 3 月 31 日現在 平成 28 年 3 月 31 日現在  

増減 
事務 技術 計 事務 技術 計 

20 歳未満           

20～24           

25～29      2   2 △ 2 

30～34 1 4 5  3 3 2 

35～39 1 1 2 2   2  

40～44 1  1 1 4 5  △ 4 

45～49 3 2 5 3 3 6 △ 1 

50～54 1 3 4   4 4  

55 以上 2 2 4 4 2 6 △ 2 

計 9 12 21 12 16 28 △ 7 

平均年齢 47.22 44.33 45.57 44.75 45.31 45.07 0.5 

経験年数 6.59   20.16 △ 13.57 

 

33 33 32 33 32 31 

38 38 39 39 
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第３章 むつ市水道事業の現状分析と課題 

 

１．水需要 

（１）人口予測 

本市（４地区合計）の人口は、昭和60年（1985年）の71,857人をピークに減少

が進行している。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計では、令和22年（2040年）には41,637人、

令和42年（2060年）には28,742人まで減少すると予測されています。 

 

【むつ市人口予測】

 
※合併前の人口は、旧４市町村の合計である。  （国立社会保障・人口問題研究所推計準拠） 

 

（２）水需要の動向 

全国的に水需要は減少傾向となっていますが、本市においても、少子化などに

よる人口減少や単身世帯の増加のほか、利用者の節水意識の浸透や節水機器の普

及などにより平成22年（2010年）をピークに水需要が年々減少しています。 

本市の給水量の約78％は一般家庭が占めていることから、人口減少に比例して

使用水量や料金収入が減少していくものと推測され、事業運営に大きく影響する

ことが懸念されます。 

 

課   題 施策体系 

○水需要予測に基づいた計画給水量の見直しや効率的な水運用

を検討していく必要があります。 
２-３-１ 
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【年間有収水量の将来見通し】 

 

人口推計で算出した有収水量の推計値 

２．水質管理 

（１）水源の現状 

本市の水道水源のうち、河川水を原水として利用している浄水場は、降雨等によ

る濁水の発生や突発的な水質汚染事故に注意する必要がありますが、取水地点の上

流域は国有林など、森林が大半を占めており、薬剤の散布や生活排水の流入がない

ことから原水の水質は良好に保たれています。 

地下水や湧水を原水としている浄水場では、水質は年間を通じて安定しています

が、一部の施設では水質基準値内であるものの、アルカリ性が強いためＰＨ値が高

くなる場合があるので、十分な監視と適切な浄水処理を行っています。 

また、取水地点近傍には水質を汚染する可能性のある施設等もなく、外的要因に

よる原水汚染の可能性は低いと考えられますが、水源地域の利用状況などを確認し

ながら安全な原水の確保に努めています。 

 

 

課   題 施策体系 

○取水区域の水源かん養機能を損なわないように関係官署等や

市民の皆様と協力しながら森林の保護に努める必要がありま

す。 

○取水地点の監視体制の強化し、今後とも安全な原水の確保に努

める必要があります。 

１-１-１ 
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（２）水質管理の現状 

本市では、毎年度、水質検査計画を策定・公表し、水道水の安全性を確認してお

り、毎日検査14を実施しているほか、法律に基づく水質基準項目の検査は厚生労働

大臣水質検査登録機関に委託しています。 

管路の老朽化に伴い、水道水に赤水等の影響が出る場合があります。 

赤水対策としては、定期的な洗管工事及び老朽管等の布設替えを実施していく必

要があります。 

また、小規模貯水槽水道は、受水槽等の維持管理の不徹底から発生する水道水の

濁りや赤水等を防ぐため、受水槽使用者や管理者への定期的な調査を行うととも

に、中高層住宅等への直結給水15を推奨しています。 

 

課   題 施策体系 

○水質低下の原因となる赤水対策の更なる強化に努める必要が

あります。 

〇原水・浄水の安全性をより一層確保し、水源から蛇口まで一貫

した水質管理をするための「水安全計画16」を随時見直しをし

ていく必要があります。 

○受水槽使用者や管理者への定期的な管理指導や中高層住宅等

への直結給水の実施を進める必要があります。 

１-１-２ 

 

１-１-３ 

 

１-２-１ 

 

３．水道施設 

（１）施設の老朽化（浄水、配水施設） 

本市の浄水・配水施設の老朽化が進んでいます。 

西通地区（川内地区・脇野沢地区）では、耐用年数を迎える簡易水道施設が多く

点在して維持管理に労力を要することから、水道施設の統合を図り一元的に管理す

るため、令和５年度(2023年度)を目標に水道施設の統合整備を進めており、平成29

年度(2017年度)には中核となる八木沢浄水場が完成し運用が開始されています。 

また、他の地区においても、電気設備や計装設備等の老朽施設が増加しており、

故障時の代替部品の確保も難しくなってきています。 

水道事業の施設効率の指標の一つである施設利用率17は令和３年度(2021年度)末

で75.19％となっており、類似団体平均63.37％、全国平均60.69％と比較して高位に

あります。 

                                                
14 毎日検査 

水道法により１日１回以上検査することが義務づけられている項目（色、濁り、消毒の効果）について、市
内15地点で実施している。 

15 直結給水 
配水管から給水装置の末端である蛇口まで受水槽などを経由せず、自然圧で直接給水する方式。 

16 水安全計画 

水源から蛇口までのすべての工程で起こりうる危害を抽出・分析し、それらを継続的に監視・制御することに
より、安全な水道水の供給を確保する総合的な品質管理のための計画。 

17 施設利用率 
１日平均給水量の１日給水能力に対する割合を示す。水道施設の経済性を総括的に判断する指標である。 
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課   題 施策体系 

○水道水の安定供給を持続するため、既存施設の統廃合やダウンサ

イジング18、配水区域の見直しなど、水道施設の効率的配置・運用

を図る必要があります。 

○老朽施設の電気設備や計装設備等の計画的な改修を進めるととも

に、適切な維持管理により長寿命化を図るなど、ライフサイクル

コスト19の低減に取り組んでいく必要があります。 

２-３-１ 

 

 

２-３-２ 

 

 

 

【浄水施設の統廃合計画と水源】  

地区 浄水場 H22年度 H29年度 R5年度 水  源 備 考 

む つ 

荒川浄水場 ○ ○ ○ 河川水、地下水  

田名部浄水場 ○ ○ ○ 地下水  

永下浄水場 ○ ○ ○ 河川水  

浜町浄水場 ○ ○ ○ 地下水  

宇曽利川浄水場 ○ ○ ○ 河川水  

川 内 

八木沢浄水場  ○ ○ 河川水  

川内浄水場 ○   河川水 H29廃止 

上小倉平浄水場 ○   河川水 H27廃止 

銀杏木浄水場 ○   河川水 H29廃止 

畑浄水場 ○ ○  河川水 R2廃止 

湯野川浄水場 ○ ○  河川水 R2廃止 

宿野部浄水場 ○ ○  地下水 R2廃止 

蛎崎浄水場 ○ ○  地下水 R2廃止 

戸沢浄水場 ○   地下水 H26廃止 

大 畑 

大畑浄水場 ○ ○ ○ 地下水  

木野部浄水場 ○ ○ ○ 湧水  

薬研浄水場 ○ ○ ○ 湧水  

脇野沢 

脇野沢浄水場 ○ ○  河川水 R5廃止予定 

九艘泊浄水場 ○   湧水 廃止済 

小沢浄水場 ○ ○  河川水 R2廃止 

合    計 １９施設 １５施設 ９施設   

 

 

 

 

                                                
18 ダウンサイジング 

水需要の減少やコストダウンのために、施設更新等の際に施設能力を縮小し、施設の効率化を図ること。 

19 ライフサイクルコスト 

施設の企画・設計から建設、維持管理、修繕、解体・撤去までの生涯に係る総経費（施設生涯費用）のこと。 
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（２）管路の老朽化 

本市の令和３年度(2021年度)末の管路総延長は約499.6km で、うち配水管は約

476.4km となっています。 

老朽管については、簡易水道統合整備事業や上水道整備事業等により、硬質塩化

ビニル管が主であった旧町村地区の配水管を耐震性や耐久性に優れたダクタイル

鋳鉄管やポリエチレン管に更新してきましたが、これまでの災害の教訓から、耐震

性や耐久性が低く破損が予想される既存の水管橋や鋼管及び硬質塩化ビニル管等

の漏水の増加が懸念されます。 

また、昭和40年～昭和50年(1965年～1975年)代に各地区に布設されたポリエチレ

ン管が更新時期を迎えようとしており、経年化による老朽管が増大していく見込み

です。 

水道管の法定耐用年数は40年ですが、製造技術の向上等により耐久性、耐震性が

図られ長寿命化しています。本市では、配水管についてもアセットマネジメント20

（資産管理）により中長期の更新需要見通しを把握し、重要度・優先度を踏まえた

更新投資の平準化を図るため、水道管の耐用年数を管種により60年から80年として

います。 

課   題 施策体系 

○老朽管路の更新については、重要度・優先度を考慮しながら更

新の平準化を図っていく必要があります。 

○配水管については、災害等を考慮した更新を行いながら漏水防

止対策を講ずる必要があります。 

○老朽水管橋の更新を図る必要があります。 

 

 

２-３-３ 

 

 

【布設年度別管路延長】 

 

                                                
20 アセットマネジメント 

水道施設の機能や資産の状態を客観的に診断し、それらの資産を効率よく管理運営することにより、リス

ク、コストを最小化するとともに水道サービスを最大化する効率的な事業運営を提案すること。 
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【管路経年化率の推移】  （％）           

年度 むつ市 類似団体 全国平均 

H 28 9.2 13.4  15.0 

H 29 9.0 14.5  15.9 

H 30 10.4 16.3  17.8 

R 1 5.7 17.1 19.4 

R 2 5.6 18.3 20.6 

 
※数値が低いほど良好 

経営分析比較表の数値を小数第 2位で四捨五入 

 【管路更新率 21】       （％）                  

年度 むつ市 類似団体 全国平均 

H 28 0.6 0.7  0.8 

H 29 1.0 0.8  0.7 

H 30 0.9 0.6  0.7 

R 1 0.1 0.6 0.7 

R 2 0.3 0.6 0.7 

※数値が高いほど良好 

経営分析比較表の数値を小数第 2位で四捨五入 

 

 

 

４．危機管理対策 

（１）重要施設の耐震化 

浄水施設及び配水施設は、水道水を持続的に供給するためには重要な施設であ

り、耐震性の向上を図る必要があります。 

本市の重要施設の耐震化率は、令和２年度(2020年度)末で、浄水場が9.6％、配水

池が7.4％となっています。 

西通地区では、簡易水道統合整備事業により、耐震対策が施された浄水場及び配

水池が完成し、一部地域への水道水の供用が開始されており、令和５年度(2023年

度)末の完成を目標に更新を進めています。 

また、他の地区の施設においても、今後、耐震診断及び管網計算 22等を実施しな

がら、耐震化対策等を計画的に進めるほか、東日本大震災の経験から、長時間の停

電に備える非常用発電機の新設・更新を実施しており、最終的に主要 17 施設に設

置するなど、本ビジョンに基づき、重要施設の耐震化や危機管理対策を進めていく

こととしています。 

                                                
21 管路更新率 

当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや状況を把握できる。 

 管路更新率＝（更新された管路延長÷管路延長）×100 

22 管網計算 

配水管のネットワークをシミュレーションし、特定の条件における水の流れを再現することで、最適な管網

の配置を決定するための計算。 
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課   題 施策体系 

○重要施設の耐震化を図る必要があります。 

○非常用発電機を新設・更新することで危機管理対策を推進す

る必要があります。 

２-４-１ 

２-４-２ 

 

【重要施設の耐震化率】    (令和２年度末)  （％） 

区  分 むつ市 青森県平均 全国平均 

浄水場 9.6 40.4 38.0 

配水池 7.4 48.9 60.8 

浄水施設の耐震化率＝（耐震対策の施された浄水施設能力／全浄水施設能力）×100 

配水池の耐震化率 ＝（耐震対策の施された配水池有効容量／配水池等有効容量）×100 

 

（２）管路の耐震化 

令和３年度(2021年度)末の水道管路の総延長約499.6km のうち耐震適合管延長

は約223.2km で耐震適合率は44.7％となっています。また、基幹管路約387.3km に

対し耐震適合管は約198.7km、耐震適合率は51.3％となっており、令和２年度(2020

年度)の全国平均値と比較すると高い割合となっております。 

しかし、むつ地区に架設された水管橋は30年以上経過し、老朽化に加え耐震性に

劣るため今後漏水が懸念されます。 

また、昭和50年(1975年)代に布設した管路が順次更新時期を迎えており、耐久性

に劣る鋼管、硬質塩化ビニル管等の配水管についても、地震などの大規模災害に備

え、高耐震性・長寿命化管などへの更新を計画的・継続的に実施しています。 

 

課   題 施策体系 

○老朽管路を高耐震性・長寿命化管などへ計画的・継続的に更新

する必要があります。 

２-３-３ 

２-４-３ 

 

【基幹管路耐震適合率】  （％） 

※数値が高いほど良好  

 
※一部で耐震適合率が前年度に比べ減少した主な理由は、地盤等を考慮した耐震適合性の判断基準の厳密化、 
事業統合による管路延長の増加、管路の分類の見直し、集計方法の見直し等による。 

※令和３年度の基幹管路耐震適合率において、全国平均値および県内平均値は発表されていない。 

 
むつ市 県内 全国 

H 29 48.3 43.6 39.3 

H 30 49.6 44.2 40.3 

R1 

31 
49.8 45.1 40.9 

R2 

28 
50.6 45.7 40.7 

R3 51.3 - - 
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（３）危機管理体制の充実 

給水区域が広域であるため、地震・津波や風水害等の災害時における応急給水拠

点の設置、給水車の配置、給水器具の備蓄など危機管理体制の整備を図りましたが、

さらに緊急貯水槽や主要配水池への緊急遮断弁の設置を計画的に実施し、非常用飲

料水の確保に努めてまいります。 

また、これらの災害に対応するため、厚生労働省や日本水道協会では、各種危機

管理マニュアルを策定するよう求めており、本市では、これらのマニュアルを用い

た操作訓練、応急給水訓練などの研修・訓練を定期的に実施しています。 

さらに、災害時の相互応援協定として、青森県や日本水道協会、指定給水工事業

者などの水道事業関係者との相互応援協定等の締結、他事業体からの受援体制の整

備も行い広域的な連携の強化や資材確保など仕組み作りを進めています。 

 

課   題 施策体系 

○各種災害対策マニュアルの充実を図る必要があります。 

○広域的な連携の強化を図り、合同訓練など災害対策の充実を

図るとともに他事業体からの受援体制の整備も図る必要が

あります。 

２-５-１ 

２-５-２ 

 

 

◆災害時相互応援協定等 

①青森県水道災害相互応援協定 （青森県） 

②日本水道協会東北地方支部災害時相互応援に関する協定  

③日本水道協会青森県支部災害時相互応援協定 

④災害時における応急復旧活動の協力に関する協定（協同組合むつ管工事協会） 

⑤災害時における諸材料調達に関する協定((株)ワイエス管材むつ営業所・ 

北新機材(株)・(株)共立機工商会・(株)角弘むつ支店・山大機電(株)むつ営業所） 

⑥水道用薬品の調達に関する協定書（㈱東酸大湊営業所） 

◆むつ市上下水道局の応急給水支援活動 

①平成21年１月 八戸圏域水道企業団導水管漏水事故 

②平成23年４月 東日本大震災（岩手県大槌町）  

③平成28年９月 台風10号災害による断水（岩手県岩泉町） 

④令和 ３年８月 むつ市・風間浦村豪雨災害（下北郡風間浦村） 

 

東日本大震災応急給水支援 

 

岩泉町応急給水支援 

 

  風間浦村応急給水支援 
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５．事業経営 

（１）組織体制・人材育成 

組織体制については、社会環境の変化等に対応しながら、お客さまサービスの向

上や機能的な運営体制など多面的な観点から適宜見直していかなければなりませ

ん。 

また、これまで水道施設の建設・更新や維持管理業務など水道事業の根幹となる

業務は直営で実施してきましたが、近年は豊富な知識や経験をもち事業を支えてき

たベテラン職員の退職が続き、経験の少ない職員が増加するなど、安心な水道水を

安定的に供給していくために必要な技術の継承が課題となっています。 

課   題 施策体系 

○組織体制の合理化と職員の適正配置を進めるとともに、各種

研修の活用やマニュアル等の整備などを通じた技術継承や技

術力の向上に取り組む必要があります。 

３-６-１ 

３-６-２ 

 

 

（２）経営の効率化 

地方公営企業として公共性の確保と経済性の発揮という２つの命題に応えるた

めには、自立的な経営を目指し業務改善に努めることはもちろんですが、さらに、

民間活力を活用できる業務は、民間事業者への業務委託を進め、効率化を図る必要

があります。 

本市の下水道事業は令和２年度(2020年度)から地方公営企業法を適用しており、

上下水道一体となった地方公営企業経営により、さらなる経営の効率化に努めてい

ます。 

また、中小規模水道事業体は職員数が少なく、技術継承、人材の育成・確保とい

う課題を抱えています。 

このような状況を改善し、水道サービスの持続的運営を確保するため、国では広

域的な連携を推奨しています。 

本市では、下北圏域の事業体と連携して、技術力の向上のための研修会等を実施

していますが、施設や業務の共同化の可能性についても研究し、圏域全体での効率

的な事業運営を図ることが求められています。 

 

課   題 施策体系 

○官民連携により、お客さまサービスを維持・向上させながら経

費の削減など、経営の効率化を図っていく必要があります。 
３-６-３ 

 

（３）料金体系の見直し 

水道事業では、高度成長期に建設した施設の更新・改修への対応やライフライン

としての水道を災害に強く強靭なものとするための耐震化など、建設投資費用の増

大が懸念されています。 

本市においても、人口減少や高齢化が進行していることや節水機器の普及など、
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社会的要因やライフスタイルが変化してきており、これらの課題に対応するために

は、基本水量の見直しや健全な財政を維持継続するためのアセットマネジメントに

基づいた計画により施設等更新を適切に行い、安心で低廉な水道水を供給するため

の新たな料金体系の導入を検討する必要があります。 

 

課   題 施策体系 

○安心で低廉な水道水を供給するために、基本水量の見直しなど

公平で適正な料金体系の在り方を検討していく必要がありま

す。 

○健全な財政を維持継続するための「資産維持費23」の導入を検討

する必要があります。 

 

３-７-１ 

 

 

（４）財政の健全化 

本市水道事業は、さまざまな拡張事業、簡易水道統合、老朽管更新事業等を実施

してきており、市町村合併後は、西通地区の水道施設統合整備等を進めてきました。 

これらの事業のために借り入れた企業債残高は令和３年度(2021年度)で約117億

円となり、経営比較分析表(P62)の給水収益に対する企業債残高の割合を示す企業

債残高対給水収益比率24は889.22％で類似団体と比較し、約３倍となるなど、非常

に高い水準となっています。 

現在進行中の継続事業のほか、浄水施設の耐震化や老朽管の更新など施設更新需

要は高いものがありますが、毎年度の企業債借入割合を見直し、企業債残高の縮

減を図る等、安定経営を持続していかなければなりません。 

 

課   題 施策体系 

○施設の統廃合やダウンサイジング等を含めた計画的な建設改良

事業を行うとともに、アセットマネジメント（資産管理）によ

り更新投資の平準化を図る必要があります。 

○毎年度の企業債借入割合を見直し、企業債残高の縮減を図っ

ていく必要があります。 

 

３-７-２ 

３-７-３ 

 

 

 

 

 

                                                
23 資産維持費 

サービスを安定的、永続的に提供していくために、将来に向けた施設の維持、更新投資へ対応していくため

の費用のこと。 

24 企業債残高対給水収益比率 

給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標である。 

 



27 

６．環境対策 

（１）水の有効利用 

水道事業は、循環資源である水の恩恵を享受して営む事業であることから、事業

体には自然環境の保全に努めていく責務があります。 

水道水の有効利用は、水循環系や環境負荷の低減につながりますが、本市の水道

事業は、他事業体と比較して、浄水施設や送配水段階における有効率や有収率が低

くなっています。 

 

課   題 施策体系 

○施設の有効率の向上や漏水調査などの漏水対策等による有収率

の向上に取り組む必要があります。 

３-８-１ 

 

 

 

７．お客さまサービス 

（１）窓口サービスの充実 

水道事業は、水道料金収入を主な財源として独立採算で経営する事業ですので、

お客さまとのコミュニケーションを十分に図ることが必要です。 

「むつ市民満足度調査」などではお客さまから一定の評価をいただいております

が、さらに、信頼される水道を目指して継続的に取り組んでいくために、ワンス

トップサービスへの取り組みの一環として、平成28年３月(2016年３月)に「むつ市

水道お客さまセンター」を開設しました。 

 

課   題 施策体系 

○水道お客さまセンターのサービスの充実を図るため、開設時間

延長などお客さまのニーズに対応できるよう取り組んでいく

必要があります。 

 

４-９-１ 

 

 

◆お客さまサービスの充実への取組 

①水道料金システムの導入（平成７年11月） 

②コンビニエンスストア収納を開始（平成24年１月） 

③川内・大畑庁舎へ収納窓口を設置（平成26年４月） 

④「むつ市水道お客さまセンター」を開設（平成28年３月） 

⑤キャッシュレス決済の導入（令和２年４月） 

 

（２）広報広聴体制の充実 

本市では、より親しまれる水道づくりを目指して、小学生や各種団体からの浄水

場見学を受け入れているほか、毎年６月１日から７日までの水道週間にあわせて、

施設見学会、お茶会、作品展示などのイベントを開催してきましたが、新型コロナ
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ウイルス感染症拡大の影響を受け、浄水場見学のみに縮小しております。 

広報・情報提供については、身近にある水道事業を理解していただくために「水

道だより」を発行しているほか、むつ市ホームページで事業の概要や計画などをお

知らせしています。 

また、お客さまの水道に対する意識調査として、令和４年２月(2022年２月)に「水

道お客さまアンケート調査」を実施したほか、水道週間開催時などにアンケート調

査を実施しています。 

 

課   題 施策体系 

○水道事業の現状を知っていただくよう、積極的な情報発信・広

報に努める必要があります。 

○お客さまのニーズを把握するために定期的に意識調査を実施

するなど広聴機能の充実や対話の推進を図り、お客さまサービ

スの向上に努めていく必要があります。 

４-10-１ 

 

４-10-２ 

 
◆広報広聴機能の充実への取組 

①水道だよりの発行（年２回） 

②水道施設見学の受け入れ 

③水道週間行事（浄水場開放、作品展覧会、施設見学会等）の開催 

④「水道お客さまアンケート調査」の実施 

 

 

 
  水道週間 水道施設見学会 

 

 
    水道週間 作品展
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第４章 基本理念と基本目標 

 

１．基本理念 

水道は、市民生活と社会経済活動を支える重要なライフラインであり、いつでも安

全・安心でおいしい水道水を、合理的な対価をもって提供し続けなければなりません。 

むつ市水道事業は、昭和21年(1946年)に給水を開始して以来、令和４年度(2022年

度)で76年目を迎えました。この間、市の発展とともに拡張事業を進めながら「安全で

安心な給水の確保」に努めてきましたが、社会環境の変化や多様化するお客さまのニ

ーズなど、水道事業を取り巻く環境も大きく変わってきました。 

しかし、水道事業は、将来に向けて水資源の確保、水質の保全、供給施設の整備、

効率的経営の推進等に努め、また、安定給水の確保、給水サービスの向上や健全経営

を確保しつつ、次世代へ引き継いでいく必要があります。 

これらのことから、「むつ市水道ビジョン2018中間年度改訂版」においても、「む

つ市水道ビジョン」の理念を引き継ぎながら、お客さまとの信頼関係を大切にして、

安全でおいしい水道水をいつまでもお届けできるように水道事業者としての使命を果

たすべく、次のとおり基本理念を設定し、計画的に水道事業を運営してまいります。 

 

 基  本  理 念 

かがやく未来をささえる むつの水道  

～ 安全・強靭な水道をいつまでも～  

 

◆むつ市総合経営計画 

 基本理念 「

 

◆厚生労働省新水道ビジョン 

基本理念 「

水道の理想像 時代や環境の変化に対して的確に対応しつつ、水質基準に適合し

た水が、必要な量、いつでも、どこでも、誰にでも、合理的な対

価をもって、持続的に受け取ることが可能な水道 
 
【安全】安全な水道 すべての国民が、いつでもどこでも、水をおいしく飲める

水道 

【強靭】強靭な水道 自然災害による被災を最小限にとどめ、被災した場合で

あっても、迅速に復旧できるしなやかな水道 

【持続】水道サービスの持続 給水人口や給水量が減少した状況においても、健

全かつ安定的な事業運営が可能な水道 
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２．基本目標 

本計画においては、基本理念である『かがやく未来をささえる むつの水道』のも

と、国が水道ビジョンにおいて示した水道の理想像を踏まえながら、今後、むつ市水

道事業が目指すべき方向性の実現に向けて、取り組むべき４つの基本目標を設定し、

市民一人ひとりが安心して水道水を使用できるように目標達成に取り組んでいきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基本目標１ 安全で安心な水道  

水源から蛇口まで一貫した水質管理の強化を図り、安全・安心
で良質な水道水の提供を目指します。 

 

 基本目標２ 安定供給できる強靭な水道  

老朽化施設の更新や耐震化など、平常時はもとより災害にも強

い水道施設の整備や適切な管理体制の構築を図り、ライフライン

としての役割を果たす強靭な水道を目指します。 

 

 基本目標３ 未来につなげる水道  

事業運営の効率化や財政体質の強化、人材育成、広域連携など、

経営基盤の強化に向けた取組を推進し、持続可能な水道事業の確

立を目指します。 

 

 基本目標４ お客さまと向きあう水道  

お客さまニーズの多様化・高度化に対応したサービスの向上を

図るとともに、水道事業に関する積極的な情報提供や広聴機能の

強化など、市民協働の視点をもった取組を推進するなど、お客さ

まと向きあいながら、満足度の高い信頼される水道を目指しま

す。 

基 本 目 標 
１．安全で安心な水道 

２．安定供給できる強靭な水道 

３．未来につなげる水道 

４．お客さまと向きあう水道 

基 
 

本  

理 
 

念 

目
指
⎌
方
向
性 
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３．施策体系 

基本目標の達成に向け、優先的・重点的に取り組んでいく「主要施策」と「主要

事業」を体系的に整理し、それに基づき、各事業を計画的に推進していきます。 

 

    <基本目標>        <主要施策>        <主要事業> 

 

 

 

 

【基本目標１】

安心で安全な水道

(1) 水質管理体制の強化

① 水質監視･保安体制の強化

② 赤水防止対策の強化

③ 水安全計画の見直し

(2) 安全な水道水の普及促進
① 小規模貯水槽水道の設置状況

調査アンケートの継続

【基本目標２】

安定供給できる強靱な水道

(3) 水道施設の維持･更新

① 浄水場の集約化

② 水道施設の整備･更新

③ 老朽管路の更新

(4) 強靱な水道施設の構築
① 非常用設備の整備

② 管路の耐震化

(5) 危機管理体制の充実
① 危機管理対応の充実

② 災害応急体制の充実

【基本目標３】

未来につなげる水道

(6) 経営の効率化

① 組織体制の合理化と適正配置

② 人材の育成と技術の継承

③ 官民連携と広域連携の推進

(7) 財政の健全化

① 適正な料金体系等の構築

② アセットマネジメントの実践

③ 財政基盤の確立

(8) 水の有効利用 ① 漏水対策の推進

【基本目標４】

お客さまと向きあう水道

(9) お客さまサービスの向上 ① お客さまサービスの向上

(10) 広報･広聴体制の充実
① 積極的な情報提供

② お客さまニーズの把握

【安全】 

【強靱】 

【持続】 

【持続】 



32 

４．ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)への取組 

本市では、令和３年度(2021年度)から総合経営計画の下、地方創生の取り組みを

推進していくこととしており、総合経営計画の各指標にＳＤＧｓが目指す17のゴー

ルを関連付けることで、ＳＤＧｓを一体的に推進しています。本ビジョン見直しに

おける施策目標との関連性については、次のとおりとなります。 

 

 

ビジョンにおける「ＳＤＧｓ」目標 

基本目標 主要施策 ＳＤＧｓ目標 

【安全】 

安全で安心な水道 

１．水質管理体制の強化 

２．安全な水道水の普及促進 

３．すべての人に健康と福祉を 

６．安全な水とトイレを世界中に 

11．住み続けられるまちづくりを 

【強靱】 

安定供給できる強靱な水道 

１．水道施設の維持･更新 

２．強靱な水道施設の構築 

３．危機管理体制の充実 

６．安全な水とトイレを世界中に 

11．住み続けられるまちづくりを 

【持続】 

未来につなげる水道 

１．経営の効率化 

２．財政の健全化 

３．水の有効利用 

６．安全な水とトイレを世界中に 

11．住み続けられるまちづくりを 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 

【持続】 

お客さまと向きあう水道 

１．お客さまサービスの向上 

２．広報･広聴体制の充実 

４．質の高い教育をみんなに 

６．安全な水とトイレを世界中に 

11．住み続けられるまちづくりを 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 
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第５章 理想像実現に向けて推進する施策 

 

基本目標１ 安全で安心な水道      

●基本的方向性 

水道は市民生活に欠かすことのできない重要なライフラインであることから、水源

環境の保全と水質監視の強化により、水源から蛇口まで一貫した水質管理体制を構築

するなど、安全・安心で良質な水道水の提供に努めます。 

安全でおいしい水の確保のためには、水源流域の環境保全が必要不可欠です。ゴミ

の不法投棄防止などのＰＲを積極的に推進し、関係機関と協力しながら森林の保護に

努め、市民の皆様に対し、良質な水源維持の啓発に努めます。 

 

主要施策１ 水質管理体制の強化 

１-１ 水質監視・保安体制の強化 

安全でおいしい水の確保のためには、水源から蛇口までの水道水の水質監視・管理

が必要不可欠です。 

当市では、法に基づき毎年度「水質検査計画」を策定して公表しており、水質検査

は、水道ＧＬＰ25の認定を受けた厚生労働大臣水質検査登録機関に委託して実施して

います。 

また、令和元年度(2019年度)から令和２年度(2020年度)にかけて、中央監視装置と

各水道施設との集中監視システムの新設及び更新を行ったことにより、重要施設の監

視体制が構築され、より安定した水道水の供給を図ることができました。 

引き続き監視体制の維持・強化に努め、異常発生時においても速やかな対応に努め

ます。 

 

◆具体的取り組み 

・水質監視・管理体制の充実 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

集中監視を実施している施設 箇所 19/27 25/27 26/27 

 

 
                                                
25 水道ＧＬＰ（Good Laboratory Practice） 

水質検査の信頼性などを第三者機関が客観的に判断・評価し認定する制度のこと。 
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１-２ 赤水防止対策の強化 

水道管路を経年使用した場合、水道水内の不純物等が管内に付着して赤水が発生す

る場合があります。 

赤水等を防止するため、老朽管の布設替えに加え、停滞水の防止や給水器具等への

防食配管材料の使用を積極的に進めるとともに、赤水発生地域の配水管内の調査や洗

管工事の実施など有効な対策を引き続き検討します。 

 

◆具体的取り組み 

・計画的な洗管工事の実施 

 

《目標設定》            

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

洗管実施済延長 ｍ 0 0 500 

 

 

１-３ 水安全計画の見直し 

「水安全計画」は、水源から蛇口まですべての工程で起こりうる危害を抽出・分析

して、それらを継続的に監視・制御することにより、安全な水道水の供給を確保する

システムの構築を目指すものです。 

本市では、平成29年度(2017年度)に「水安全計画」を策定し、随時見直しをかけ水

道水の総合的な品質管理及び、水道水供給の安全性をより一層高め、安全で安心な水

道水の水質の管理に努めています。 

 

主要施策２ 安全な水道水の普及促進 

２-１ 貯水槽水道等への広報・指導 

ビルや高層建物などに設置する貯水槽水道26や小規模水道27は設置者が管理しなけ

ればなりませんが、維持管理の不徹底による水質劣化や腐食等により赤水や臭いの発

生が懸念されます。 

蛇口まで、安全でおいしい水道水の供給を図るため、設置者に対するアンケート調

査を実施し、維持管理等の指導、助言を行うほか、各種広報媒体を通じて情報提供し

ながら、直結給水の採用や切替えを積極的に進めるＰＲ活動についても検討していき

ます。 
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◆具体的取り組み 

・小規模貯水槽水道の設置状況調査アンケート実施 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

小規模貯水槽水道の設置状況調査アンケート回数 回数/年 ０ ０ １ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                
26 貯水槽水道 

水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であって、水道事業の用に供する水道から供給を受ける

水のみを水源とするもの。受水槽の容量が10㎥を超える簡易専用水道、5㎥を超え、10㎥以下の小規模受水槽

水道、5㎥以下の貯水槽水道に区分される。 

27 小規模水道（青森県小規模水道規制条例） 

給水人口が100人以下の水道及び一般の需要に応じて水を供給する水道以外の水道であって30人以上100人以

下の者にその居住に必要な水を供給する水道 



36 

基本目標２ 安定供給できる強靭な水道 

●基本的方向性 

本市では、小規模浄水場や老朽化施設が多く、維持・更新が課題となっていました

が、西通地区では効果的・効率的な水運用を図るため簡易水道統合整備を実施してい

ます。 

他の水道施設や管路等についても、アセットマネジメントを活用しながら中長期的

な視点に立ち、継続的に機能診断を行い、施設の健全性等を評価しつつ、適切な維持

補修による施設の長寿命化や投資の平準化を図ります。 
 

主要施策３ 水道施設の維持・更新 

３-１ 浄水場の集約化 

浄水場の集約化については、平成22年度(2010年度)から西通地区の簡易水道統合整

備事業に着手し、令和５年度(2023年度)に事業の完了を予定しております。 

平成29年度(2017年度)には八木沢浄水場から一部地域への供給が開始され、安定し

た水道水の供給を図ります。 

また、他の浄水場についても、将来の水需要を見据えて再編・統合するなど、施設

の集約化やダウンサイジングについて検討していきます。 

 

◆具体的取り組み 

・西通地区水道施設の統合・ダウンサイジング 

・水道施設の適正配置計画の策定 
 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

西通地区浄水場の施設数 箇所 ９ ２ １(R5) 

西通地区配水池の施設数 箇所 12 ４ ３ 

水道施設の適正配置計画の策定  未策定 未策定 策定 

 

３-２ 水道施設の整備・更新 

水道事業では、浄水場のほか配水場やポンプ場など多くの水道施設を所有し、維持

管理を行っています。建築物だけではなく、配水施設等の電気・機械計装設備も定期

的な点検整備、補修工事等を行い長寿命化に努めてきましたが、老朽化が進み更新が

必要です。 

平成22年度(2010年度)から平成30年度(2018年度)まで、老朽化した水道施設の更

新、配水管等の布設替、非常用発電設備の新設及び更新等を実施する上水道整備事業
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を行ってきましたが、今後も重要度・優先度を踏まえた計画的な更新を図るとともに、

適切な維持管理体制の構築に努めます。 

 

◆具体的取り組み 

・電気・機械設備等の計画的更新 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R４年度 R９年度 

浄水場及びポンプ場の電気設備等更新（全30施設） 箇所 7/30 16/30 20/30 

 

 

３-３ 老朽管路の更新 

本市の管路では、架設から30年以上経過している水管橋（鋼管類）が、老朽化に加

え耐震性に劣っているため漏水の原因となっています。 

また、管路の更新時期は、法定耐用年数である40年がひとつの基準と考えられてい

ますが、現在では、管種や長寿命化管の普及などによりその期間を超えても十分使用

可能な管が増えてきています。今後は、将来の水需要を考慮した水の流れをシミュレ

ーションし、最適な管網の配置を決定する管網計算やアセットマネジメントによる更

新周期をもとに、水道管路管理システムを活用した、更新が必要な老朽管の決定など、

投資効率の向上を図りながら計画的に老朽管路の更新を進めていきます。 

 

◆具体的取り組み 

・老朽管路の計画的更新 

・老朽水管橋の更新 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R４年度 R９年度 

管路の耐震管率 ％ 27.3 37.9 39.0 

老朽水管橋の更新個所数 箇所 6/25 18/25 25/25 
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主要施策４ 強靭な水道施設の構築 

４-１ 施設の耐震化 

本市の浄水場の耐震化率は、令和２年度(2020年度)末で9.6％となっており、青森県

平均の40.4％、全国平均の38.0％を下回っています。これは、耐震診断の精度を高め

て集計方法を見直したことにより、耐震化率が減少したためです。 

また、水道施設の技術的基準を定める省令の一部改正により、水道施設更新の際に

備えるべき耐震機能が明確化されたため、今後は、想定被害に基づく施設の耐震診断

等を検討し、その結果に基づき施設の健全性等を評価しつつ、耐震化計画の策定を進

めて、適切な施設管理をし、強靱な水道施設を目指していきます。 

 
 

４-２ 非常用設備の整備 

東日本大震災では、長時間にわたる停電により、送水ポンプ等が稼働できずに一部

の高台地区が断水したことから、計画的に重要施設への非常用発電機の設置や浄水場

の老朽化した非常用発電機の更新について取り組んできました。 

また、配水池緊急遮断弁や緊急貯水槽は、災害発生時における飲用水の確保と応急

給水体制を迅速に確立するためには重要な施設と位置付けられています。 

令和２年度(2020年度)には、新設した配水池に緊急遮断弁を設置しており、今後も、

配水池の計画的更新とともに緊急遮断弁の設置を検討し、非常時においても飲用水の

確保に努め、安定した水道水の供給ができるように、水道施設の災害対策に取り組み

ます。 

 

◆具体的取り組み 

・非常用発電設備の設置及び計画的更新 

・緊急遮断弁設置の検討 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

非常用発電機の新設及び更新(全17施設） 施設 6/17 12/17 14/17 

緊急遮断弁設置の検討 箇所 4 検討 5 

 

４-３ 管路の耐震化 

むつ市の基幹管路の耐震適合率は令和２年度(2020年度)末で50.6％となっており、

全国平均(令和２年度末)40.7％、青森県平均(令和２年度末)45.7％を上回っています。 

今後も財政状況を勘案しつつ、老朽管更新事業等を計画的に実施し、順次基幹管路

の耐震化を推進していきます。 
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◆具体的取り組み 

・基幹管路への耐震管の採用 

・基幹管路耐震適合率の向上 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

基幹管路の耐震管率 ％ 32.0 37.9 39.0 

基幹管路の耐震適合率 ％ 46.3 52.2 53.4 

 

主要施策５ 危機管理体制の充実 

５-１ 危機管理対応の充実 

多様なリスクに迅速かつ的確に対応するため、「むつ市地域防災計画」等との整合

性を図りながら、災害発生時に職員が効果的に災害復旧業務に従事し、市民の皆様に

安定した水道水を提供できるように、「地震対策マニュアル」・「風水害対策マニュ

アル」等、各種災害対策マニュアルを作成していますが、必要に応じ、見直し・改訂

を行うなど、危機管理体制の充実を図ります。 

 

◆具体的取り組み 

・危機管理マニュアルの改訂 

・事業継続計画（ＢＣＰ）28の策定 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

危機管理マニュアル等の改訂  未改訂 改訂(R4) 随時改訂 

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定  未策定 策定(R4) 随時改訂 

 

 

 

 

 
                                                
28 事業継続計画（ＢＣＰ） 

災害などの緊急事態が発生したときに、企業が損害を最小限に抑え、事業の継続や復旧を図ることを目的に

策定する計画のこと。 

 



40 

５-２ 災害応急体制の充実 

本市を地理的な面から見ると、災害発生時における応急復旧資機材等の調達には時

間を要するものと推測されます。 

このことから、災害発生時の速やかな応急復旧を可能とするため、関係機関との連

携を強化し、配水管及び給水管用資材など、想定される応急用資機器材等の備蓄を計

画的に進めます。 

また、災害時の円滑な応急給水対策のため、給水車を２台配置したほか、組立式給

水タンクや給水栓等を計画的に購入するなど応急給水対策に努めてきました。 

今後は、重要給水拠点である緊急避難場所等への給水設備の配備等について市担当

部署と協議しながら、迅速な応急給水体制の確立に努めるとともに、自主防災組織等

の防災活動の支援など地域との連携方法についても検討していきます。 

さらに、本市では、各種相互応援協定を締結しており、他水道事業体への災害時

応急給水支援などに積極的に取り組んできました。今後はさらに、業務委託の推進

や組織体制の合理化などにより、職員の減少が見込まれますが、業務委託業者や工

事業者等と連携しながら、応急給水支援活動に努めるほか、他事業体からの応援活

動に対する受援体制の整備を図ります。 

 

◆具体的取り組み 

・応急復旧用資機器材の確保 

・受援体制の整備 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

応急給水タンク保有数 基 ６ ６ 10 

受援計画の策定  未策定 未策定 策定 
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 基本目標３ 未来につなげる水道 

●基本的方向性 

給水人口の減少に伴い、水道料金収入の減少が予測されている現状を踏まえ、将来

にわたり、安定的な経営を持続していくために、より一層の経営の効率化を進めると

ともに、アセットマネジメントの活用による施設の長寿命化や資金需要の平準化を図

ることにより、企業債残高を縮減するなど、財政の健全化に取り組んでいきます。 

また、事業を取り巻く環境の変化やお客さまの要望に配慮するとともに、持続可能

な経営基盤を確立するために、将来の更新投資を料金に織り込む手法である「資産維

持費」の導入など、現行の料金体系等を検証し、将来を見据えた料金水準を検討しま

す。 

本市の下水道事業は令和２年度(2020年度)から地方公営企業法を適用しており、

上下水道一体となった効率的な経営を行っていきます。 

 

主要施策６ 経営の効率化 

６-１ 組織体制の合理化と適正配置 

行財政改革推進等により職員数の増加が見込めない現状から、組織の見直しや業務

の外部委託を進めながら、多様化するお客さまニーズへの対応に努めてきました。 

今後さらに、業務の包括的委託へ向けて研究し、組織体制の合理化や職員の適正配

置など、効率的な組織運営に努めます。 

 

 

６-２ 人材の育成と技術の継承 

水道事業を適正かつ確実に運営していくためには、水道に対する確かな技術と知識

が必要不可欠ですが、全国的に経験豊富な職員の大量退職や異動などにより技術の継

承が課題となっており、本市においても同様の課題を抱えています。 

これまで、組織の見直しや業務の外部委託を進めてきましたが、今後も水道技術や

サービスの水準を高め、安心な水道水の供給を持続するためには、包括的委託等によ

り専門性の高い事業者と協同する一方、職員に対する技術の継承や研修をさらに充実

させ、水道事業運営に必要な技術と知識の向上を図ります。 

◆具体的取り組み 

・職員研修の充実 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

研修に参加する職員の延人数 人 146 214 235 
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６-３ 官民連携と広域連携の推進 

本市では、検針・収納及び窓口受付業務、一部の施設・維持管理業務など業務委託

の拡大に取り組んできましたが、職員の退職や異動などにより、技術の継承や人材確

保がますます難しくなっていくと考えられることから、水道サービスの効率化、質の

向上を目的とした官民連携を積極的に進め、運営基盤の強化につなげていきます。 

また、下北圏域の水道事業体は小規模で職員数も少なく、将来的に事業運営が困難

になっていくと言われています。このような状況を踏まえ、事業統合による広域化の

みならず、業務や施設の共同化など、広域的な連携による経営の効率化についても研

究していきます。 

 

◆具体的取り組み 

・指定給水装置工事事業者等との連携による技術力の向上 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

工事業者に対する講習・研修会等の開催回数 回/年 ０ ０ １ 

広域連携による業務の共同化の検討  未実施 継続検討 継続検討 

 

主要施策７ 財政の健全化 

７-１ 適正な料金体系等の構築 

本市の水道料金は、むつ地区において平成10年(1998年)と平成13年(2001年)の２段

階で改定されていますが、合併後においても各地区で異なっていた水道料金は、平成

22年度(2010年度)から平成28年度(2016年度)までの経過措置期間を設けて、段階的に

むつ地区水道料金に統一されました。 

現在の料金体系は、基本料金のうち、主に一般家庭等が使用する口径13mm～25mm で

10㎥の基本水量が附されていますが、単身世帯や高齢者世帯等の少量利用者に配慮し

た料金体系が求められる一方で、西通地区水道施設の統合整備や老朽化した施設及び

基幹管路の耐震化などを順次進めていかなければならないことから、必要となる財源

確保のため「資産維持費」などの導入も含め、水道利用者が将来に渡って、公平にサ

ービスを受けることが可能となるよう新たな料金体系を検討していく必要がありま

す。 

将来的な経営状況のシミュレーションによると、現行の料金を据え置いた場合、収

益的収支において、現ビジョンの計画期間においては赤字に落ち込むことはなく、令

和14年度（2032年度）までは黒字基調で推移しますが、令和15年度（2033年度）には

単年度収支が赤字となり、それ以降においても赤字となる試算となっております。 

また、企業債残高は令和14年度（2032年度）には一時減少するものの、その後増加
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していき、令和40年度（2058年度）では令和３年度（2021年度）と同水準となる見込

みです。 

このことから、料金改定時期については単年度収支がマイナスに転じる前に検討す

ることが望ましいと考えられます。 

 

【料金を据え置いた場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

0

500

1,000

1,500

2,000

H30～R4 R5～R9 R10～R14 R15～R19 R20～R24 R25～R29 R30～R34 R35～R39

損
益

（
百
万
円
）

収
入
・
支
出

（
百
万
円
）

収益的収支（料金据置パターン）

収入の部 支出の部 損 益

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H30～R4 R5～R9 R10～R14 R15～R19 R20～R24 R25～R29 R30～R34 R35～R39

企
業
債
残
高
対
給
水
収
益
比
率

％

給
水
収
益
・
企
業
債
残
高

（
百
万
円
）

給水収益・企業債残高と比率（料金据置パターン）

給水収益 企業債残高 企業債残高対給水収益比率



44 

料金改定に際して、収益的収支がいずれの年度も黒字確保する結果となり、また、

企業債残高の縮減が見込まれることを目標に、複数パターンでシミュレーションをし

た結果、料金改定率を比較的低く設定でき、かつ、企業債の縮減が達成できる可能性

が高いパターン⑦が現時点での試算では望ましいと考えられます。 

 

 

※起債対象事業に対する企業債の割合 

 

シミュレーション条件 

1)算定期間は2057年度(令和39年度)までの35年間とした。 

2)パターン設定は料金について、現行とした場合、改定を上記の表のとおり行った場合とした。 

3)料金改定率については純利益は少なくとも年平均20,000,000円以上を確保できるように設定した。 

4)起債比率についても、将来的に起債残高を縮減させるように段階的に設定した。 

5)令和４年度(2022年度)より燃料費高騰に伴う動力費及び修繕費の増加が発生しているがこれ

を一時的なものと捉え計画期間内において少額の増額とした。 

 

 

パターン

・2030年（令和12年度） ～ 2039年（令和21年度） 25.0%
・2040年（令和22年度） ～ 2049年（令和31年度） 15.0%

・2050年（令和32年度） ～ 20.0%

の値上げにより検討

・2030年（令和12年度） ～ 2039年（令和21年度） 20.0%
・2040年（令和22年度） ～ 2049年（令和31年度） 20.0%

・2050年（令和32年度） ～ 20.0%

の値上げにより検討

・2030年（令和12年度） ～ 2039年（令和21年度） 15.0%
・2040年（令和22年度） ～ 2049年（令和31年度） 15.0%

・2050年（令和32年度） ～ 15.0%

の値上げにより検討

・2030年（令和12年度） ～ 2039年（令和21年度） 20.0%

・2040年（令和22年度） ～ 2049年（令和31年度） 20.0%
・2050年（令和32年度） ～ 20.0%

の値上げにより検討

・2030年（令和12年度） ～ 2039年（令和21年度） 20.0% ・2030年（令和12年度） ～ 2032年（令和14年度） 既存値

・2040年（令和22年度） ～ 2049年（令和31年度） 20.0% ・2033年（令和15年度） ～ 2039年（令和21年度） 75.0%
・2050年（令和32年度） ～ 15.0% ・2040年（令和22年度） ～ 2049年（令和31年度） 65.0%

の値上げにより検討 ・2050年（令和32年度） 50.0%

・2030年（令和12年度） ～ 2039年（令和21年度） 20.0%

・2040年（令和22年度） ～ 2049年（令和31年度） 15.0%
・2050年（令和32年度） ～ 15.0%

の値上げにより検討

・2030年（令和12年度） ～ 2039年（令和21年度） 20.0% ・2030年（令和12年度） ～ 2032年（令和14年度） 既存値

・2040年（令和22年度） ～ 2049年（令和31年度） 15.0% ・2033年（令和15年度） ～ 2039年（令和21年度） 70.0%
・2050年（令和32年度） ～ 15.0% ・2040年（令和22年度） ～ 2049年（令和31年度） 60.0%

の値上げにより検討 ・2050年（令和32年度） 45.0%

料　金　設　定

2032年（令和14年度）まで　決算及び計画値

2033年（令和15年度）～　85％

（料金据置パターンと同条件）

起　債　比　率（※）

財源確保に係る財政シミュレーションパターン

②

①

⑦

⑥

⑤

④

③
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【各シミュレーションパターンにおける試算】 

 

 

 

 

 

◆具体的取り組み 

・現行水道料金体系の検証と適正な料金水準の検討 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

水道料金体系の水準の検討  未実施 検討(R2) 随時検討 
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７-２ アセットマネジメントの実践 

水道事業は、全国的に大規模な施設更新の時期を迎えています。 

一方で給水収益の減少が見込まれる中、安定した事業運営をするためには、中・長

期的な視点から効率的な資産管理をする必要があります。 

そのため、施設の健全性の評価、重要度に応じた施設更新及び事業費の平準化を総

合的に検討することにより、中・長期的な投資計画や財政計画を策定し、財政の健全

化を図りながら適正な施設整備を進めます。 

 

◆具体的取り組み 

・水道管路管理システムによる老朽度診断 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

水道管路管理システムによる老朽度診断 回/年 未実施 検討 1 

 

７-３ 財政基盤の確立 

本市の水道事業では、収入のほとんどが水道料金となっているため人口減少に伴い

収入減少が見込まれます。市民サービスの向上を図りながらも健全経営を維持してい

くためには、さらなる支出の抑制に取り組んでいかなければなりません。 

これまで、安全で安心な水道水の供給や効率的な施設運用を行うため、老朽管更新

事業や簡易水道統合事業等の多額の投資を行ってきましたが、その財源のほとんどを

企業債に頼らざるを得なかったため、企業債残高が増大し経営に大きな影響を与えて

います。 

本計画期間中においてもその資金需要は大きなものであることから、計画的かつ重

点的な建設投資、建設コストの縮減及び施設の長寿命化などに取り組むことにより、

あらたな企業債の発行を抑制し、企業債借入残高の縮減を図ります。 

 

 

主要施策８ 水の有効利用 

８-１ 漏水対策の推進 

水は限られた大切な資源です。本市では、貴重な資源である水を有効に活用するた

め、随時漏水調査を実施するなど対策をとってきましたが、漏水件数は,年々増加傾向

となっていることから、今後は、新たな漏水調査方法を検討し、無効水量の縮減につ

なげていきます。 

また、水道管路管理システムを活用し、管種や老朽度分析等を活用した配水管の機
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能維持と更新による漏水防止対策を引き続き計画的に実施し、有収率の向上につなげ

ます。 

 

 

◆具体的取り組み 

・配水管の計画的更新・漏水調査及び修理による有収率の向上 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

有収率 ％ 79.46 78.60 80.10 
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基本目標４ お客さまと向きあう水道 

●基本的方向性 

水道事業は、主にお客さまからの水道料金収入をもって運営する公共サービス事業

です。これまで、水道に関することや、施策事業に関することについて、水道だより

やホームページを利用して情報提供してきました。 

お客さまサービスのより一層の向上を図るため、多様化するお客さまニーズや社会

情勢に対応し、事務処理体制の簡素化、提供するサービスの質及び利便性を向上させ

ることにより、お客さまの満足度を高め、お客さまに信頼される水道事業を目指すた

め、積極的な情報発信に努めます。 
 

主要施策９ お客さまサービスの向上 

９-１ お客さまサービスの向上 

平成24年度(2012年度)から平成26年度(2014年度)に実施されたむつ市民満足度調

査では、全施策の中で「水道環境の充実」が連続して１位を獲得し、施策の重要度で

も常に上位となっています。 

これまで、コンビニエンスストア及びキャッシュレス決済での料金支払いの導入、

水道料金システムの活用による受付時間の短縮、水道お客さまセンターの設置による

民間活力の導入など、サービスの向上に努めてきました。 

今後は、各種手続き方法の見直しや窓口受付時間の延長についても検討するなど、

わかりやすく、利用しやすい窓口業務の充実に努めます。 

 

◆具体的取り組み 

・休日の窓口開設や受付時間の延長の検討 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

窓口受付時間の延長の検討  未実施 検討 改善検討 

 

主要施策１０ 広報・広聴体制の充実 

１０-１ 積極的な情報提供 

水道だより、広報むつ、ホームページ及び水道週間行事などを活用し、水道に関す

る各種情報を積極的に提供し、ライフラインのひとつである水道について、市民理解

と関心を深めていただき、より安心して水道を利用できるよう努めます。 

また、災害時や各種お知らせなどについては、ホームページのほか、防災かまふせ
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メールやコミュニティＦＭ、ＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）なども利用

しながら情報提供に努めていきます。 

 

◆具体的取り組み 

・施設見学や水道週間行事等による施設公開の積極的な実施 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ28年度 R4年度 R9年度 

施設見学者数 人 573 438(R3) 480 

(目標減は児童数減による) 

 

１０-２ お客さまニーズの把握 

これまでも、お客さまのご意見・ご要望を事業運営に反映してきましたが、平成28

年度(2016年度)に１回目の水道お客さまアンケート調査を実施したほか、イベントで

のアンケートなど、水道に対する意識・ご意見を聞く機会の拡大に努めてきました。 

これからも定期的なアンケート調査を実施して、水道事業に対するご意見・ご要望

を的確にとらえ、お客さまの視点に立った事業運営と水道サービスの充実を図ります。 

 

◆具体的取り組み 

・水道お客さまアンケート調査の継続 

 

《目標設定》 

評 価 指 標 単位 
基 準 目 標 

Ｈ27年度 R4年度 R9年度 

水道お客さまアンケート調査の実施  実施 実施(R3) 実施(R8) 

 

 

１０-３ 水道事業に関するお客さまアンケート結果 

本調査は、水道事業運営の指針となる「むつ市水道ビジョン2018中間年度改訂版」

を策定するにあたり、むつ市在住の20歳以上の方1,500人を無作為に抽出し、令和４年

２月(2022年２月)に実施しております。 

調査結果については、抜粋したものを参考資料に掲載しておりますが、水道事業の

満足度に対し約９割の方が普通以上、水道料金に対しては、約５割の方が妥当、また、

水道事業運営に対しては安全性維持に係る設備更新のためには水道料金の改定もやむ

をえないとの声が一番多い結果となっております。 
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今後は、引き続きお客さまサービスの向上と計画的な施設及び管路の耐震化を行い

安全で安定した水の供給を目指していきます。 

一方で、給水人口の減少に伴い、水道料金収入の減少が今後予測されることから、

財源確保のため、新たな料金体系等も含む検討が必要となります。 
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第６章 財政収支の見通しと年次計画 

 

１．財政収支の見通し 

（１）収支計画 

水道料金収入は、平成22年度(2010年度)に水道料金を統一したことにより収益の

改善が図られたものの、給水人口の減少に伴い減少していくものと想定していま

す。 

費用では、大規模な建設改良事業を実施していることから、減価償却費及び支払

利息（企業債利息）は増加していくと見込まれますが、動力費や修繕費など経常的

に要する費用では、ほぼ横ばいであることから、その他の経費等の削減に努めます。 

その結果、計画期間中期では、健全な事業運営に必要となる財源確保が厳しい状

況が試算されています。 

しかし、安定経営の持続を図るためには、適正な利益を確保していかなければな

らないことから、中・長期的な視点に立ち、引き続き徹底した経費削減を行うなど

事業運営の効率化を図りつつ、お客さまの理解を得ながら適正な料金体系の構築に

取り組んでいきます。 

 

 

【純利益、収益的収入及び支出の見込み】 

 

 

 ※令和４年度は決算見込みの数値である。 
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【収益的収支の見込み】                      （百万円） 

       年度 

区分 

２８ 

決算 

２９ 

決算 

水 道 ビ ジ ョ ン 計 画 期 間 

 ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 

 

給水収益 1,360 1,347 1,333 1,335 1,248 1,314 1,318 1,300 1,286 1,272 1,258 1,244 

その他の収入 279 341 326 312 322 310 323 332 336 326 319 311 

収益的収入 1,639 1,688 1,659 1,647 1,570 1,624 1,641 1,632 1,622 1,598 1,577 1,555 

 

営業費用 648 625 602 582 587 584 634 599 599 599 599 599 

減価償却費 629 706 724 731 749 763 785 803 784 816 815 810 

支払利息 235 227 215 200 185 169 153 138 127 116 105 96 

その他の支出 8 7 9 7 8 12 11 9 9 9 9 9 

収益的支出 1,519 1,565 1,550 1,520 1,529 1,526 1,582 1,549 1,519 1,540 1,528 1,514 

当年度純損益 120 123 109 127 41 98 59 83 103 58 49 41 

 

（２）投資計画 

西通地区の水道施設統合など、計画期間中期まで大規模な事業投資が継続するこ

とから、引き続き多額の投資的支出が必要となる見込みです。 

一方で、財源としては国庫補助金等の収入は限定的であることから、今後とも企

業債に頼らざるを得ません。継続事業終了後も老朽施設の更新や耐震化などが見込

まれますが、財政状況を勘案しながら、適切な投資計画を策定していく必要があり

ます。 

 

【投資額（税込）の見込み】 
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修繕費 84 86 77 54 42 39 54 42 42 43 44 44

建設改良費 1,537 767 651 703 817 550 666 691 634 342 347 598

建設改良費 修繕費（百万円）
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【資本的収支の見込み】                    （百万円） 

 

※主なものは一般会計負担金、国庫補助金及び工事負担金となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                
29 補てん財源 

「資本的収入額が資本的支出額に不足する額」を補てんするために用いられる財源のことで、過年度及び当
年度損益勘定留保資金、積立金、消費税及び地方消費税資本的収支調整額、利益剰余金処分額などを合計した
額となっている。 

       年度 

区分 

２８ 

決算 

２９ 

決算 

水 道 ビ ジ ョ ン 計 画 期 間 

 ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 

 企業債 1,245 541 532 557 451 242 444 605 469 270 285 318 

※ 

補助金その他 
325 199 224 163 468 376 244 171 173 190 187 419 

資本的収入 1,570 740 756 720 919 618 688 776 642 460 472 737 

 建設改良費 1,537 767 541 703 817 550 666 691 634 342 347 598 

企業債償還金 618 645 697 708 747 797 873 893 887 853 794 736 

資本的支出 2,155 1,412 1,348 1,411 1,564 1,347 1,539 1,584 1,521 1,195 1,141 1,334 

収支差引 △585 △672 △592 △691 △645 △729 △851 △808 △879 △735 △669 △597 

 補てん財源29 585 672 592 691 645 729 851 808 879 735 669 597 
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２．年次計画 (主な事業スケジュール) 

基本目標 主要施策 主要事業 

前 期 

Ｈ30 年度 

(2018) 

R１年度 

(2019) 

【基本目標１】 

安全で安心な水道 

 

< 安全 > 

(1) 水質管理体制の強化 

① 水質監視･保安体制の強化 
 水質監視体制の充実 

② 赤水防止対策の強化 
 計画的な洗管工事の実施 

③ 水安全計画の見直し  計画策定  
実施･随時 

(2) 安全な水道水の普及促進 
 

① 貯水槽水道等への広報･指導 
 広報･指導 

 

② 小規模貯水槽水道の設置 

  状況調査アンケートの実施 
  

【基本目標２】 

安定供給できる強靱な水道 

 

< 強靱 > 

(3) 水道施設の維持･更新 

① 浄水場の集約化 
 西通地区浄水場の統合･ 

② 水道施設の整備･更新 
 電機･機械設備の計画的 

③ 老朽管路の更新 
 老朽管路･水管橋の計画 

(4) 強靱な水道施設の構築 

① 非常用設備の整備 
 非常用発電機設備の設置 

② 管路の耐震化 
 基幹管路の耐震化 

(5) 危機管理体制の充実 

① 危機管理対応の充実 
 

 

② 災害応急体制の充実 
 応急復旧資機材の確保、 

【基本目標３】 

未来につなげる水道 

 

< 持続 > 

(6) 経営の効率化 

① 組織の合理化と適正配置 
包括的 

業務委託 
 

② 人材の育成と技術の継承 
 職員研修の充実 

③ 官民連携と広域連携の推進  広域連携 

の検討 

(7) 財政の健全化 

① 適正な料金体系等の構築  
 

② アセットマネジメントの実践 
 水道管路管理システムに 

③ 財政基盤の確立 
 企業債借入残高の縮減 

(8) 水の有効利用 ① 漏水対策の推進 
 配水管の計画的更新に 

【基本目標４】 

お客さまと向きあう水道 

 

< 持続 > 

(9) お客さまサービスの向上 ① お客さまサービスの向上 
 お客さまサービスの随時 

(10) 広報･広聴体制の充実 

① 積極的な情報提供 
 各種情報の積極的な提供 

② お客さまニーズの把握  
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前 期 後 期 

R２年度 

(2020) 

R３年度 

(2021) 

R４年度 

(2022) 

R５年度 

(2023) 

R６年度 

(2024) 

R７年度 

(2025) 

R８年度 

(2026) 

R９年度 

(2027) 

R10 年度 

(2028) 

 
 

       

 
 

       

見直し 
        

 
 

       

   
調査アンケートの実施 

    

ダウンサイジング 
 

統合事業 

完了      

更新 
        

的更新 
        

および計画的更新 
       

 
 

 
      

 
         実施･随時改訂 

    

受援体制の整備、災害時対応訓練の実施 
      

 
        

 
        

官民連携と広域連携の推進 
       

料金体系 

水準の検討 
 随時見直し 

      

よる老朽度診断 
       

 
        

よる有収率の向上 
       

見直し 
 

受付時間 

延⾧の検討 
 

     

と多様化 
       

 アンケート 

調査 
   

 
 

アンケート 

調査 
 

 
 

 

危機管理 
マニュアル改定 
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第７章 水道ビジョンの進行管理 

 

１．進行管理（フォローアップ） 

（１）ＰＤＣＡサイクルによる進捗状況の確認 

本市水道事業の基本理念と基本目標を実現するために実施する主要施策や主要

事業・取り組みを計画的に推進するために、事業ごとに目標値を定めました。この

目標値の達成度を評価・検証し、結果を次の計画期間に反映させる進行管理が必要

です。 

進行管理は、計画（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄｏ）、点検評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善

（Ａｃｔｉｏｎ）するＰＤＣＡサイクルにより行います。 

さらに、アセットマネジメントの活用により、事業の進捗や財政状況を把握する

ことで、長期的な視点で進行管理を行います。 

 

ＰＤＣＡサイクル 

Ｐlan（計画）･･････････  目標達成のため事業計画を作成する。 

Ｄo（実行）････････････  策定計画に沿って事業を実施する。 

Ｃheck（点検・評価）･･･  事業の達成状況を点検し、評価する。 

Ａction（改善）････････  未達成部分と新たなニーズを把握し改善する。 

 

 

２．公表と評価・検証の時期 

本計画は、公表し、ＰＤＣＡサイクルによる進捗状況等の評価・検証については、

時期を設定してホームページなどで行うこととします。 

広聴活動等によるお客さまニーズの把握や社会環境の変化等を踏まえ、中間見直

しに合わせて行い、必要な改善点については、次期水道ビジョンや毎年度の予算編

成に反映していきます。  

 



57 
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